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守口市の「幼児教育・保育の無償化」政策に関するアンケート調査結果

【調査概要】

守口市では、全国トップレベルの子育て世帯にやさしいまちの実現を目指し、子育て

世代の負担軽減と定住促進のため、平成 29 年４月から、市独自に「幼児教育・保育の

無償化」を実施しました。政策の実施からおよそ２年が経過するなか、多額の一般財源

（市民の税金）を用いたこの「幼児教育・保育の無償化」政策の効果検証を行うため、

ニーズ・意向等の市民アンケートの調査を実施しました。調査結果（速報）は、その結

果をまとめたものです。今後、詳細な分析のうえ、次期守口市子ども・子育て支援事業

計画（2020 年度～2025 年度）に反映していきます。

【アンケート対象者及び配布数】

市内就学前の児童がいらっしゃる家庭に対して、住民基本台帳から 1,500 世帯を無作

為に抽出し実施（各年齢ごとに標本数 250 件を抽出）。任意に協力・回答頂く形で実施。

【回答のあった世帯数】

525 世帯（回答率：35.00％）

速報値（Ｈ31.2.14）

資料３
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問 １

①対象世帯のお子さんの年齢（平成 30年４月１日時点）について

※平成 30 年４月１日以降に生まれたお子さんは０歳児に含む

（回答数：525）

②アンケートの回答者

（回答数：525）

⇒回答者の 90％以上が母親

③世帯の子どもさんの数（就学前と就学後の子どもの合計人数）

（回答数：525）
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④父親・母親の年齢構成及び就労状況、夫婦の平均年収

○父親の年齢構成及び就労状況

（回答数：525）

⇒就学前の子どもがいる父親の平均世代は 30～40 歳代が全体の 80％以上

父親がフルタイムで就労している世帯は、全体の 90％以上

○母親の年齢構成及び就労状況

（回答数：525）

⇒就学前の子どもがいる母親の平均世代は 30～40 歳代が全体の約 80％

母親の就労状況は、フルタイム、パート・アルバイト、無職がほぼ同程度の割合

フルタイム、パート・アルバイトで就労している母親の割合は、全体の約半分（54.86％）
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○夫婦の平均年収

（回答数：525）
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問 ２

守口市の「幼児教育・保育の無償化」政策を知っているか。

（回答数：525）

⇒アンケート回答世帯の 90％以上が、守口市が平成 29年度に独自に開始した「幼児教育・保育の無償化」

政策を知っていると回答。
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問 ３-１

平成 28年 10 月以降に他の市町村から守口市に引っ越してきたか。

（回答数：525）

引っ越してきた時期

転入前の居住地

大阪府内の内訳

⇒大阪市、門真市、寝屋川市などの近隣市からの

転入が全体の 40％以上（33/77）

平成 28 年 10 月以降に引っ越してきた 77 世帯（割合： 14.67% ）

平成 28 年 10 月以前から守口市に住んでいる 447 世帯（割合： 85.14% ）

未回答 1 世帯（割合： 0.19% ）

合計 525 世帯
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転入先に守口市を選んだ理由

※上記質問で、「平成 28 年 10 月以降に守口市に引っ越してきた」と回答したもの（77 世帯）のみ回答（複数回答）

⇒平成 28 年 10 月以降に守口市に引っ越してきた 77世帯のうち、約半数の 37世帯（48.05％）が守

口市を選んだ理由として、「「幼児教育・保育の無償化」政策が魅力的だった」からと回答。
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問 ３-２

将来的にどれぐらい先まで守口市に定住予定か。（全世帯を対象）

（回答数：525）

⇒約 75％の世帯が、「今のところ守口市からの移住予定はない」と回答

１年以内～10 年以後に引っ越すと回答のあった世帯が考える“引っ越しのきっかけ”

（回答数：73）

⇒子どもが小学校に進学する時点で、新たな居住先を探す（引っ越しを考える）意向を持つ世帯が多い。
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問 ３-３

他の自治体が守口市と同水準の「幼児教育・保育の無償化」を実施した場合、守口市に住み続けたいと

思うか。

※問２で「教育・保育の無償化政策」について「知っている」と回答したもののみ回答

（回答数：483）

⇒他市が本市と同水準の「幼児教育・保育の無償化」を実施しても、約 90％の世帯が引き続き守口市に

住み続けると回答
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他の自治体が守口市と同水準の「幼児教育・保育の無償化」を実施した場合も守口市に住み続ける理由

※上記質問で、「それでも守口市に住み続ける」と回答したもの（432 世帯）のみ回答（複数回答）

⇒守口市に住み続ける理由として、「守口市に持ち家がある」、「住み慣れている」、「親や親戚が住んでい

る」、「守口市に愛着がある」といった血縁や地縁的要因への評価（約 62％）に加え、「職場等が近い」、

「日常生活の利便性がいい」、「交通の利便性がいい」といった大都市に隣接する都市特性（守口の強み）

への評価（約 30％）が高い。
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問 ３-４

将来的にどれぐらい守口市に住み続ける予定か。

※問３-３で、「それでも守口市に住み続ける」と回答したもの（432 世帯）のみ回答

（回答数：432）

⇒約 90％の世帯が「今のところ守口市から他市町村に移住予定は無い」と回答。

１年以内～10 年以後に引っ越すと回答のあった世帯の引っ越しのきっかけ

（回答数：40）

⇒転勤や家庭の事情などで引っ越す可能性が多い。

⇒問３－２の回答結果と比較すると、「お子さんを他の自治体の小学校に通わせる」という理由は低くな

っている。
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問 ４

①守口市の「幼児教育・保育の無償化」に対する考え

（回答数：525）

⇒「国より先に実施して良かった」が約半数の 51％の回答があった。それ以外の賛成の回答も 40％を超

える回答があった。反対の立場の回答は 1.33％だった。
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②「幼児教育・保育の無償化」以外に市が取り組むべきと考える施策について（複数回答）

（回答数：525）

⇒「待機児童の解消」を始め、「教育・保育・療育の充実」を求める意見が多かった。

⇒「公園や道路の整備等による生活環境の改善」、「防災対策など災害に強いまちづくり」などの住環境

についての意見も多い。

⇒「小・中学生の学力向上」についての意見も多い。
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問 ５

守口市の子育てサービスについて、どこから情報を得ているか。（複数回答）

（回答数：525）

⇒子育て世帯の子育て情報を得る情報源は、広報「もりぐち」と通園先施設からが多かった。
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問 ６

アンケート配布対象の子どもさんの通園状況

（回答数：379）

※①子ども（封筒の宛名の子どもを含めた就学前の子ども）が、いずれか１人でも市内・市外の認定こども園等に通園している。

②問２で「教育・保育の無償化政策」について「知っている」と回答した。

⇒問６以降は、上記①・②のいずれにも該当している世帯のみ回答

※就学前の子どもが、いずれも認定こども園等に通園していない（家庭で子育てしている）

問２で「教育・保育の無償化政策」について「知らない」と回答した

問６以降は回答なし
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問 ７

①平成 28 年 10 月から平成 30年 12 月までの間に就労状況に変化はあったか。

（回答数：379）

就労状況の変化があった時期

（回答数：121）

就労状況の変化のきっかけ（複数回答）
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⇒就労状況に変化のあった世帯は 121 世帯。そのうち、新たに働き出した、長時間働き出した、求職中

であると回答のあった世帯は 79 世帯。

⇒「幼児教育・保育の無償化」政策実施以後（平成 28 年 10 月～平成 29 年３月の期間も含む）に就労状

況に変化のあった世帯は、85.95％（104/121 世帯）。
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②今後、就労状況を変えたいと思っていますか。

（回答数：379）

希望する（予定している）変化の時期

（回答数：150）

変化を希望されるきっかけ（複数回答）
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⇒今後、就労状況を変えたいと思っている世帯は 150 世帯。そのうち、「現在、休業中若しくは無職だが

新たに働き出したい」、「現在よりも長時間働き出したい」と回答した世帯は 108 世帯。

⇒就労状況の変化を希望するきっかけとして、最も意見が多かったのは、「世帯の収入を増やしたいから」

が多い。
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問 ８

「幼児教育・保育の無償化」政策によって、子どもをさらに持ちたいと考えるきっかけになったか。

（回答数：379）

⇒「幼児教育・保育の無償化」政策に伴いさらに子どもを持ちたいと考えるきっかけになったと回答し

た世帯は 160 世帯。元々これ以上子どもをほしいと思わない世帯を除くと、「幼児教育・保育の無償化」

政策で更に子どもを持ちたいと考えるきっかけとなった世帯の割合は、61.54％（160/260 世帯）。
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問 ９

「幼児教育・保育の無償化」政策によって生活に変化があったか。（複数回答）

（回答数：379）

⇒「幼児教育・保育の無償化」政策によって、「子育ての費用や教育費（習い事でかかる費用も含む）を

充実することができた」と回答のあった世帯は全体の約 58％の 222 世帯（222/379 世帯）。


